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５．超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究の推進 

超巨大地震計画推進部会長 谷岡勇市郎 

平成 21 年度から始まった「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」では，平成 23 年に

発生した東北地方太平洋沖地震のような M9 クラスの超巨大地震の発生予測の観測研究の推進

が十分ではなかった．そのため観測研究計画が見直され，平成 24 年度から新たに，超巨大地震

の発生機構とそれに起因する現象を解明する観測研究，及び超巨大地震やそれに起因する現象を

予測するための観測研究，さらにはこれらの解明と予測のための観測研究に必要な新技術の開発

を行う研究が実施されることとなった．本報告では平成 24 年度の成果を概観する． 

（１） 超巨大地震とそれに起因する現象の解明のための観測研究 

ア． 超巨大地震の発生サイクルの解明 

 発生間隔の長い超巨大地震の発生サイクルを理解するためには，まず，地形変動的，古地震学

的，地質学的手法から得られたデータを地球物理学的に解析する必要がある． 

北海道太平洋沿岸の釧路市周辺における津波堆積物調査を実施した．釧路市鶴野の湿地（海岸

線から1.5～2km付近）に少なくとも2層の津波砂層（TS1およびTS2）が存在することが分かった．

TS1は樽前b火山灰（T西暦1667年）の下位数cmに，TS2は白頭山苫小牧火山灰（約1000年前）の

上位数cm～10cmの位置に存在する．TS1およびTS2はいずれも海岸から2120m地点（標高5.9m）

まで識別できた．昨年度までに調査した浦幌，キナシベツ，音別，厚岸，根室では，いずれも同

時期に2層の津波堆積物が存在する．釧路市鶴野で記載したTS1およびTS2も，この2層にそれぞ

れ対比され，広範囲の巨大津波が発生していたと思われる（北海道大学[課題番号：1002]）．こ

れまで，北海道太平洋沖で発生した地震による17世紀の巨大津波を説明する断層モデルは十勝沖

と根室沖の連動型のプレート境界型地震(Mw8.5)と考えられてきた．今年度，最新の津波堆積物

調査結果を含む北海道太平洋沿岸の11地域での津波到達範囲・地点をデータとし，それらを全て

説明できる断層モデルを推定した．その結果，今までの断層モデルに加えて，海溝近傍のプレー

ト境界浅部の幅30kmの断層で，25mにも及ぶ滑りが生じていたことが明らかになった（図１）．

17世紀の巨大地震の地震モーメントは1.7×1022Nm (Mw8.8) と推定された．このことは，2011年

東北地方太平洋沖地震と同様に，17世紀の巨大地震により北海道太平洋沖の海溝近傍浅部におい

てプレート境界が非常に大きくすべったことを示す重要な研究成果である（北海道大学[課題番

号：1002]）． 

津波堆積物の変質・保存過程を明らかにするため，青森県三沢海岸に分布する2011年東北地方

太平洋沖地震による津波堆積物について，津波発生後1年の時点での層相，層厚，堆積物分布，

被覆層の有無を調べた．その結果，津波発生から1年経過した時点で，津波堆積物の分布域は，

実際の堆積域・津波浸水域より狭くなっており，「古津波堆積物」の分布域を津波の浸水域と考

えると，津波の規模を過小評価する可能性があることが分かった（図2）（北海道大学[課題番号：

1002]）． 
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日本海溝沿いでは津波堆積物の検出のため沿岸低地において，ボーリングやジオスライサーに

よる地層のコア採取を行うとともに，仙台湾では海底表層の地層のコア採取を実施した．また，

房総半島南部沿岸において，地殻変動の解析を目的とした航空レーザー計測による地形データを

取得した．南海トラフ沿いでは，津波堆積物と地殻変動の検出を目的としたボーリング及びジオ

スライサー調査を静岡県沿岸から和歌山県沿岸にかけて実施した．さらに，和歌山県串本町では

地上レーザー計測を用いて津波石の分布を正確に把握した(産業技術研究所[課題番号：5006])． 

南海トラフ沿いの超巨大地震の発生履歴を明らかにするために，名古屋大学が所蔵する高木家

文書（西高木家）のうち「御用日記」で安政東南海・南海地震に関する日記の修復を行った．現

在翻刻中であるが，蓬左文庫にある高木家文書（東高木家）よりも安政東海・南海地震について

の記載が多いことがわかった．また，徳川林政史研究所の調査を行いデータベース化した．高知

県神社明細帳によると，宇佐地域の神社の多くが宝永地震の津波で流されているが，安政地震に

関する記載は全く出て来ないなど，高知県では安政地震の津波被害の記載が全体的に少ないこと

がわかった．一方，和歌山県では安政でも宝永でも同程度の被害が生じていたことが示された（名

古屋大学[課題番号：1709]）． 

 

イ． 超巨大地震の発生とその前後の過程の解明 

 ここでは，2011 年東北地方太平洋沖地震に先行した地震活動や地殻変動の特徴を調査し，超

巨大地震発生の準備過程を理解するとともに，地震発生後の海域での観測等による地震時大滑り

の実体の解明や地震後の地震活動や地殻変動とそれに伴う応力の再配分に関する観測研究を実

施した． 

 東北地方太平洋沖地震の余震の震源位置を正確に決定することは，本震の震源断層の位置，形

状を正確に捉えるために必要である．また，余震活動の時空間変化を調べることで，本震の破壊

様式や今後の余震活動の推移を推定するための重要な情報となる．そのために，海域の震源域直

上に自己浮上式海底地震計を多数設置し，余震分布を高精度に決定した．その結果，深さ方向の

誤差が 3km 以下，水平方向の誤差が 5km 以内の 1210 個の余震の震源を決定することができた

（図 3）．海底地震計観測網で決められた余震分布に基づくと，海溝から日本列島に向かって，

震源の深さは全体的に深くなる．しかしながら，プレート境界以外にも，陸側プレート内に活発

な活動が見られる．深さ約 25km よりも深いプレート境界付近で発生している余震は，海洋プレ

ートの沈み込みを示す逆断層型の発震機構解を呈する地震が多いが，陸側プレート内の地震は，

正断層型または横ずれ型の発震機構解を持つ地震が卓越する．また，本震時に大きな滑りが推定

されている本震の初期破壊開始点付近では，余震活動が低調である．海溝軸付近においても，地

震活動は低調であるが，巨大津波の発生域であると推定されている宮城県はるか沖の海溝軸付近

には，海洋プレート内で余震が発生している．また，海溝より海側では，正断層型の地震が多数

発生していることが，海底観測より明らかとなった．陸側プレート内の余震活動が，本震発生以

前に比べ，活発になったことと比べ，陸側斜面下の海洋プレート内の活動度は，それほど変化し

ていないように見える．沈み込む海洋プレートは，深さ 25km 付近で沈み込み角が大きくなるが，
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余震域の端がこの折れ曲がり点とほぼ一致している．折れ曲がり点より深いプレート境界では，

余震が多く発生していることもわかる．プレート境界付近の余震発生域の南限は，本震時の滑り

域と概ね一致しており，本震の破壊がこの付近で停止したことが考えられる（東京大学地震研究

所[課題番号：1443]）． 

 CMT解を用いて東北地方太平洋沖地震前後の上盤プレート内の応力場を推定した（図4）．地

震前は，σ1軸の方位が地震時の大滑り域に集中するような分布を示し，一方，地震後は，σ3軸

の方位が地震時の大滑り域に向かう特徴を示した．このことは，地震時の大滑り域が地震前に固

着していたこと，地震時の滑りにより蓄積されていた応力がほぼ解放されたことを示唆する．こ

れは，地震前の応力が地震時に解放された静的応力変化よりも小さい（<5～25MPa）ことを意

味し，高い間隙流体圧等がその要因として考えられる(東北大学[課題番号：1219])． 

また，東北地方太平洋沖地震の発生直前のプレート境界面上の固着状況を明らかにするために，

海上保安庁水路部による海底地殻変動観測データを解析した．周辺に発生したM7前後の地震と

その余効変動の影響を考慮すると，宮城沖1・2の観測点付近において，本震発生の数年前以降に

おいては，ほぼ100%の滑り欠損レートが推定された．ただし，海溝付近における滑り欠損レー

トについては，より海溝付近の海底地殻変動観測データを解析する必要があるため，今後の検討

が欠かせない．さらに，地震時滑りが起きた領域の下端付近におけるプレート境界断層の強度を

推定した．F-netによる余震のメカニズム解のP軸は，宮城県沖の地震滑り域の下端付近において，

上盤側では鉛直方向を向くのに対して，下盤側ではプレート境界に平行な分布を示す．また，よ

り深部においては，P軸はプレート境界断層の滑りに調和的な方向となる．このようなP軸の空

間分布を説明するためには，余効滑りが起こった領域において，断層の強度が10MPa程度以上必

要であることが示された．また，本震の動的破壊過程に関して，thermal pressurizationが重要な役

割を果たしている可能性も指摘した（京都大学防災研究所[課題番号：1815]）． 

 約30年間にわたる小繰り返し地震データを用いて，東北地方太平洋沖地震発生前後の小繰り返

し地震の活動度の変化と，プレート境界の非地震性滑りの時空間分布を推定した．太平洋プレー

ト上面の小繰り返し地震グループの活動に注目してみると，地震時に大きく滑った領域では，小

繰り返し地震が地震後にほとんど起きていないことが明らかとなった（図5a）．この結果は，繰

り返し地震と判定するコヒーレンスの基準を下げても変わらず（図5b），媒質や震源過程の変化

で波形の相似性が悪化したため，繰り返し地震と判定できなくなったわけではないことが確かめ

られた．このような小繰り返し地震の活動停止の原因の１つとして，東北地方太平洋沖地震の滑

り域での応力解放が考えられる．一方，地震時の大滑り域の周辺では，活発な小繰り返し地震の

活動が見られ，プレート境界面上で進行する余効滑りによる影響と考えられる(東北大学[課題番

号：1219])． 

さらに非地震性滑りに着目して，プレート境界を東北地方太平洋沖地震時の大滑り域（図6で

赤線），その隣接領域あるいは最大余震の隣接領域（図6で青色），さらに地震時滑り域から見

て遠方（図6で緑色），に分けてみると，それぞれ特徴的な滑りのパターンが見られた．地震前

には，地震時大滑り域では，比較的頻繁にエピソディックな滑りが見られた．一方，その周囲で
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は，比較的滑りレートが大きく，定常的な滑り，あるいは数年～10年にわたる大地震の余効滑り

が見られた．また，いくつかの領域では2008年ころから滑りの加速が見られた（図6中破線楕円）

（東北大学[課題研究：1220]）． 

東北地方太平洋沖地震の最大前震である2011年3月9日に発生した三陸沖の地震(Mw7.2)の地

震時滑りとそれに引き続く余効滑り分布を，陸域GPSデータおよび海底水圧計データにもとづい

て推定した．その結果，地震時滑り域の浅部延長の南東部で余効滑りが発生していたことが明ら

かになった．地震時の最大滑り量は1.7m, 地震後余効滑りの最大滑り量は約0.4mであり，余効滑

りによって解放されたモーメントはおよそMw 6.8と推定された．前震の地震時とその余効滑り

の分布は相補的であり，更にその後に発生した東北地方太平洋沖地震で周辺と比較して滑り量が

少ない領域に前震およびその余効変動の滑り分布は位置する（図7）（東北大学[課題研究：1220]）． 

2011年の最大前震や1989年や1992年の三陸沖地震の余効変動を比較するために，滑り速度・状

態依存摩擦構成則に基づく対数関数を余効変動時系列に当てはめ，余効変動の時定数を抽出した．

1989年，1992年の地震では東北大学宮古観測点の石英伸縮計のデータを，2011年の地震では金華

山観測点の体積ひずみ計のデータをそれぞれ用いた．その結果，いずれの場合でも抽出された時

定数は数時間程度(1～5時間) と極めて短いことが分かった（図8）．こうした短い時定数は定性

的には滑り速度・状態依存摩擦構成則における摩擦パラメータ(a-b)* が小さいことで説明が可

能であり，プレート境界面の摩擦特性を反映している可能性を示唆する（東北大学[課題研究：

1220]）． 

2003年十勝沖地震発生後や2011年東北地方太平洋沖地震前後の地球化学データ（大気中ラドン

濃度等）の変動を抽出するために，福島県立医科大学（福島市）で使用された解析法を用いて，

札幌医科大学（札幌市）の通気式電離箱のデータを解析した．その結果，大気中ラドン濃度に関

係する通気式電離箱での測定指示値は，2003年十勝沖地震発生直後の地殻変位と呼応して上昇し

た．その後，通常の年変動に転じたが，2010年末にはラドン濃度は急激に増加し，東北地方太平

洋沖地震の本震後に低下した（東北大学[課題研究：1220]）． 

大地震に至る発生プロセスを理解するために，過去約10年間に日本列島内で発生したマグニチ

ュード約5.0以上の本震に対して，その地震の発生前後の連続波形記録を収集した．収集した連

続波形記録を用いて，2007年3月25日に発生した能登半島地震（M6.9）の発生直前に見られた前

震活動について調べた．気象庁カタログによると，本震発生の約12 分前に1 個の前震活動(M2.2) 

が報告されている．この地震波形をテンプレートイベントに用いて，連続波形データに対して波

形相関処理を施した．その結果，本震発生直前の12分間に4個のイベントが検出された．これら

の震源を再決定したところ，本震の初期破壊開始点の極近傍（数百m以内）で発生していた事が

明らかとなった（東京大学地震研究所[課題番号：1442]． 

 陸域の連続GPSデータを解析することで，東北地方太平洋沖地震の余効滑り領域における摩擦

特性を推定した．GPSデータに時間依存インバージョン法を適用することによって，プレート境

界面上における地震後約7ヶ月間の積算余効滑り及び滑り速度の時空間変化を1日毎に推定した．

地震直後の余効滑り速度は最大で100 m/yrを超えており，これは東北地方太平洋沖地震により，
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余効滑り領域に極めて大きな応力変化があったことを意味する．これに引き続いて，10 m/yrを

超える滑り速度が地震後約15日間続いた．摩擦パラメータ(a-b)* が時間的に一定な速度強化の

定常摩擦に従って余効滑りが進行する場合，剪断応力変化と滑り速度の対数は比例関係を示す．

これまで，いくつかの大地震の余効滑りに対して，剪断応力変化と滑り速度の対数が線形関係を

示すことが確認されてきたが，東北地方太平洋沖地震の余効滑りでは，これらが非線形の関係を

示した（図9）．この結果は，(a-b)* が滑り速度に依存して変化することを示す．即ち，(a-b)*

を滑り速度の関数として推定すると，滑り速度が大きくなるにつれて(a-b)* が小さくなり（図

9b），摩擦滑りの安定性が抑制されることが分かった．推定された滑り速度に依存する(a-b)*

を用いて，速度強化の定常摩擦に従う1 自由度モデルを用いた余効滑りのシミュレーションを行

ったところ，インバージョンで推定された余効滑りの時間変化と，剪断応力変化と滑り速度の関

係が良く再現された（図9c-f）．数値シミュレーション研究により，速度強化領域における正の

(a-b)* の値が小さくなるほど，動的破壊が速度弱化領域から速度強化領域に伝播しやすくなり，

その結果，破壊が速度強化領域を乗り越えて別の速度弱化領域に伝播する可能性が高まることが

分かっている．従って，速度強化領域における(a-b)* の滑り速度依存性は，地震時滑り域の空

間的な大きさを決める一つの要因と考えられる(東京大学地震研究所[課題番号：1441])． 

陸域のGPSデータに対して海域の地殻変動観測データを加えることで，東北地方太平洋沖地震

の余効滑り分布を推定した．解析対象とした期間は，2011年4月23日から12月10日までの約8ヶ月

である．各観測点における変位時系列データに対し，プレート運動による変位を差し引いてオホ

ーツクプレート固定の変位場とし，さらに期間中に発生した規模の大きな地震及び粘性緩和によ

る変位を除去する操作を行い，プレート境界面上の滑りの時空間発展を求めた．推定された余効

滑りの分布から，茨城・福島両県沖並びに岩手県沖のプレート境界のごく浅部（20km以浅）に

おいて大きな余効滑りが生じていること，また，1978年宮城県沖地震のアスペリティ群（2005

年の宮城県沖の地震及び2011年東北地方太平洋沖地震本震によって破壊されたと考えられる領

域）の付近では，余効滑りがほとんど起きていないことが分かった（東北大学[課題研究：1220]）． 

超巨大地震の地震発生サイクルシュミレーション研究にも進展が見られた．これまで，東北地

方太平洋沖地震の破壊領域のみを考慮して，地震発生サイクシミュレーションを行ってきた．し

かしながら，釜石沖より北部の東北沖には1968年十勝沖地震(M8.3)の震源域が存在し，この北部

地域を含む連動破壊の可能性を考える必要性がある．そこで，まず，釜石沖以北の1968十勝沖地

震震源域についても，南部の領域と同様に滑り速度・状態依存摩擦構成則に従う階層アスペリテ

ィモデルを仮定して，地震発生サイクルの再現を行なった．その後，釜石沖の条件付き安定滑り

摩擦特性（特徴的滑り量L）を変えながら，北部（十勝沖地震の震源域）と南部（東北地方太平

洋沖地震の震源域）を併せた領域についてのサイクル計算を行なった．その結果，Lが小さい場

合には2つの領域がほぼ同時に滑る連動破壊が生じ，一方，Lが大きい場合には破壊に時間差が

生じることが分かった．シミュレーションは予備的なもので1896年明治三陸津波地震がモデル化

されていないという問題は残るものの，釜石沖の摩擦特性の解明が北部域と南部域の連動・非連

動破壊の鍵を握ると考えられる(東北大学[課題番号：1219])． 
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 東北地方太平洋沖地震後の余効変動に伴う東北日本弧・内陸部におけるひずみ場の時空間変化

を詳細に捉えた．その結果，大局的には余効滑りに伴って東西伸長が卓越するひずみ場が得られ

たが，面積ひずみで見ると収縮を示す領域が奥羽脊梁山脈に沿って連続的に分布し，周囲と比較

して特徴的な結果となった．これは，この領域における東西伸長が小さく，その結果南北収縮が

相対的に卓越するために面積ひずみで見ると収縮域に対応するものである．単純な余効滑りモデ

ルで検証を行ったところ，この特徴的な収縮域は余効滑りだけでは説明ができないことが分かっ

た(東北大学[課題番号：1219])． 

 東北地方太平洋沖地震前のひずみ集中および本震に伴う応力擾乱によって生じた，脊梁山地ひ

ずみ集中帯および前弧域ひずみ集中帯のひずみ異常のパターンを，有限要素法によって再現し，

地殻及び上部マントルのレオロジー構造を推定した．地震発生前にはひずみ集中，地震時には小

さな東西伸長が観測された脊梁山地ひずみ集中帯の振る舞いは，周辺に比べてより浅部にまで低

粘性を仮定したモデルにより再現できた．地震前と地震時のいずれにおいても周辺に比べて大き

な変形が観測された前弧域ひずみ集中帯の振る舞いは，表層にある厚い堆積層の効果で説明可能

であり，地殻及び上部マントルに低粘性を仮定する必要は必ずしもないことが明らかとなった．

しかし，地震後の前弧域ひずみ集中帯の変形は，地殻・上部マントルに低粘性を仮定するか否か

により大きく異なることも明確になった．そのため，この地域の変形を，今後10年程度にわたり

詳細に観測することが，前弧域ひずみ集中帯の成因を解明するために重要であると考えられる 

(東北大学[課題番号：1219])． 

  

 

ウ． 超巨大地震に誘発された内陸地震や火山活動等の解明 

 2011 年東北地方太平洋沖地震発生後，東北地方内陸域では秋田県北部の森吉山周辺，福島県・

山形県境付近，茨城県北部・福島県南東部等の数か所で活発な誘発地震活動が発生し，現在に至

るまで活動的な地域も存在する．また，長野県北部のように１年以上経過したのちに活発化した

地震活動も見られる．これらの誘発地震活動は，東北地方太平洋沖地震本震の断層運動によるク

ーロン破壊関数の静的な変化（ΔCFF）で概ね説明できるが，それに反する場合には間隙流体圧

の上昇に伴う断層強度の低下が重要な役割を果たしたと考えられる（図10）．とくに，顕著な誘

発地震活動の領域では明瞭な震源移動が観測されており，流体の拡散が地震発生に影響を与えて

いる可能性がある．また，これらの誘発地震活動域の深部には地震波速度の低速度域が見られる

場合が多く，この低速度域は流体の分布域であると考えられる．たとえば，茨城県北部・福島県

南東部では，東北地方太平洋沖地震の本震発生の1 ヶ月後にM7.0の福島県浜通りの地震が発生

しており，その大滑り域は高速度体・高比抵抗体に対応し，その深部には流体の存在を示唆する

低速度域が広がっているとともに，大滑り域の周囲は低速度・低比抵抗で特徴づけられ，M7.0

の発生前から誘発地震活動が開始していることから，このような構造の違いが地震発生に大きな

影響を及ぼしたことが考えられる．また，阿武隈山地を含む前弧域では，東北地方太平洋沖地震

発生以前からσ1軸がプレート収束方向を向いていない傾向にあり，その原因としては重力によ
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りつくられる応力が，この地域で支配的である可能性があげられる．そのことが，非常に活発な

正断層型地震活動を誘発した原因かもしれないことが示唆された（東京大学地震研究所[課題番

号：1444]）． 

 日本列島の震源断層の位置形状についてのカタログを作成するために，主に日本海沿岸北部に

おけるMCSデータを収集し，東北日本内陸域の震源断層モデルを作成した（東京大学地震研究

所[課題番号：1445]）． 

 

（２） 超巨大地震とそれに起因する現象予測のための観測研究 

ア． 超巨大地震の震源域における地殻活動のモニタリング 

プレート境界での固着・滑りの状況を把握するために，GPS－音響測距結合方式による海底地

殻変動観測を継続した．日本海溝沿いの海底基準点では，東北地方太平洋沖地震発生後の海底変

動を捉えた．図11に水平方向の累積変動量を示す．「宮城沖1」では，西北西方向の地殻変動が

観測されており，本震後の累積変動量は41cm となる．2011年7月10日の余震（M7.3）から2012

年12月7日の三陸沖の地震（M7.3）までの期間でも，西向きに22cmの地殻変動が観測されている．

また，「釜石沖1」でも時系列のばらつきが大きいものの西北西方向の地殻変動が観測されてい

る．その他，「宮城沖2」では南向きに17cm，「釜石沖2」では北西方向に6cmの地殻変動が検出

されており，東北地方太平洋沖地震の震央周辺では複雑な地殻変動を示している．一方，「福島

沖」及び「銚子沖」では，本震後，プレートの沈み込み方向と逆方向の東南東方向に余効変動が

検出されており，時間とともに減衰している様子がうかがえる．累計変動量は，「福島沖」で65cm，

「銚子沖」で36cmである．上下方向では，「銚子沖」海底基準点を除き，沈降傾向が見られて

いる（海上保安庁[課題番号：8006]）． 

また，南海トラフの海溝軸付近における海底地殻変動モニタリングのために投入予定の海底局

の機器整備を行った．設置を予定している海域は，水深が3,500m程度とこれまでの海域（水深

2,000m程度）よりも深いため，深海型と呼ばれる海底局を設置することとした．さらに，熊野

灘KME 観測点の南東方向約50km（トラフ軸から約30km）の地点に，名古屋大学／東北大学の

両仕様を兼ね備えたハイブリッド型海底局を新設した．この点は，トラフ軸から陸域までの連続

的な地殻変動プロファイルを得るために重要な観測点になる（名古屋大学[課題研究：1709]）． 

 東北地方北部日本海溝沿いの地震活動モニタリングのために，エンベロープ波形をテンプレー

トとして用いる震源決定法の開発を行った．まず，連続波形のエンベロープとテンプレートのエ

ンベロープとの相関を計算し，相関係数の時系列を求めた．次いで，複数のテンプレートに対応

する時系列の中から最も相関の高いテンプレートを選び出すことで，震源が未知の地震に対応す

るテンプレートを抽出した．この方法を，内陸で発生した2004年新潟県中越地震の本震直後の連

続波形に適用し，地震の抽出とマグニチュードの決定が可能であることを確認した．sP波につい

ては，宮城県沖で発生した地震を対象に基本的な性質を調べ，振幅の自動的な測定を行った．そ

の結果得られた振幅分布はメカニズム解を反映していることが判明し，振幅情報をメカニズム解

決定に用いることが有効と判断できた (弘前大学[課題番号：1219])． 
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南海トラフより海側には，トラフ軸にほぼ平行に走向する銭洲海嶺が存在する．銭洲海嶺を含

めた海域は，島弧地殻を持つフィリピン海プレートが衝突する地域であり，通常の海洋性地殻の

沈み込み形態とは異なる．銭洲南側で確認されている新たな沈み込みだけではなく，上盤側に発

達する断層分布や下盤側の地殻構造は，東南海地震発生域，南海地震発生域とも異なる分布を示

す．これまで，プレート境界には銭洲海嶺と同様な走向を持つ地形的な高まりが前弧域下に確認

されている．これらの高まりは内部にP波速度6km/sを持つ島弧地殻に近い構造列を形成している

ことが明らかになりつつある．上盤側では褶曲構造が一部取り込まれた様子も見つかり，紀伊半

島沖で見られる付加体構造と大きく異なる特徴を示す．下盤側では，トラフ軸に近いところに複

数の断層が発達し，プレート内が強い変形を被り，プレート内部に構造線が発達する（海洋研究

開発機構[課題番号：4006]）． 

  

 

イ． 超巨大地震の長期評価手法 

 超巨大地震のグローバル長期評価手法の確立のためには，地震カタログの整備とその性能を評

価することが欠かせない．このために，グローバルな地震カタログである GCMT，ISC，ISC-GEM 

カタログを用いて，データベースを構築した．これらのデータベースを時間，領域，マグニチュ

ード等で簡単に検索・解析ができるソフトウエアを整備するとともに，カタログの性能評価を実

施した（東京大学地震研究所[課題番号：1446]）． 

 地震統計を基礎とする地震発生予測モデルの一つである Relative Intensity (RI) モデルを用い

て，東北地方太平洋沖地震を含む 2011 年の地震発生予測結果とそれ以前の予測結果の比較を行

った．地震カタログとしては，学習および評価に GCMT カタログを使用した．地震の予測は，

マグニチュード 6 以上とした．2009 年および 2010 年の予測結果は，すべてのテストをパスした

が，2011 年の予測結果は，パスした評価テストとパスできなかった評価テストがあった（東京

大学地震研究所[課題番号：1446]）．  

東南海地震震源域におけるリアルタイムデータを用いたデータ同化研究を推進した．実データ

として，GEONET ならびに DONET の観測データを（準）リアルタイムにデータベース化して

いくとともに，データ同化手法として粒子フィルターのプログラムを整備し，それを適用するた

めの地震発生サイクルシミュレーション結果を蓄積する必要がある．そこで GEONET ならびに

DONET の観測データを蓄積するデータベースを構築するとともに，定期的かつ自動的にデータ

を取り込むシステムを構築した．また，粒子フィルターのプログラムを作成し，GEONET デー

タと地震発生サイクルシミュレーション結果の比較を行った．その結果，1996 年以降の西南日

本の上下変化に概ね整合するシミュレーション結果が得られるとともに，豊後水道 SSE のよう

にシミュレーションに含まれていない現象が，データとシミュレーションのずれとして現れるこ

とが確認できた（図 12）（海洋研究開発機構[課題番号：4007]）． 

 

ウ． 超巨大地震から発生する津波の予測 
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 東北地方太平洋沖地震により発生した津波による被害は甚大であったことから，超巨大地震に

伴う津波の精度良い予測手法の開発は急務である． 

 北海道太平洋沿岸は，津波堆積物調査結果より，最近のM8クラスの巨大地震による津波より

もはるかに大きな津波が太平洋沿岸を襲っていたことも明らかになっている．このような大津波

による被害を最小限に抑えるためには，リアルタイム津波浸水予測の開発が急務である．津波浸

水域を精度よく予想するためには，10m以下の細かい格子間隔で津波遡上数値計算を実施する必

要があり，地震が発生してから津波数値計算を実施していては時間がかかるため，太平洋沿岸の

津波を事前に予測することができない．そこで，あらかじめ津波遡上数値計算を実施しておき，

それをデータベース化することで，リアルタイムで津波浸水域を予測する手法を開発した．巨大

地震の発生後，推定された震源とマグニチュードから地震のスケーリング則を用いて断層モデル

を決定する．その断層モデルを用いて線形長波近似式を用いた津波数値計算を実施する．北海道

太平洋沿岸に対する上記津波数値計算は，通常のパソコンでも1-3 分程度で完了するため，十分

に津波予測に利用することができる．この結果を利用してデータベースから最適の津波浸水予測

結果を抽出することでリアルタイム津波浸水予測を実現する．上記手法を用いて，釧路市での津

波浸水域をどの程度予測可能であるか実験した．結果は良好に予測できることが分かった（図13）．

この手法は，リアルタイム津波浸水予測が可能であることを示す画期的な成果である（北海道大

学[課題番号1006]）． 

 震源断層即時推定時の初期情報(発震機構解)をRTK-GPSデータのみで得ることを目的とし，

RAPiDアルゴリズムで得られた変位データを，GPSによる永久変位から地震メカニズムおよび規

模を即時推定する手法（fastCMT）に入力する(以下，RAPiD/fastCMT)ことを試みた．対象とし

た地震は，東北地方太平洋沖地震後に発生した茨城県沖地震(Mw7.8)および，東北地方太平洋沖

地震そのものである．fastCMTは任意のグリッドにおける最適なCMT解を推定するアルゴリズム

である．茨城県沖地震(Mw7.8)による地震時変動データに適用した場合，地震後166秒後の段階

(RAPiDアルゴリズムで変位量推定が完了した段階)でMw=8.0という地震規模と低角逆断層型の

発震機構解を推定することができた．一方，東北地方太平洋沖地震時のデータにRAPiD/fastCMT

アルゴリズムを適用した場合，地震発生後275秒でCMT解は推定可能であるが，地震規模が

Mw=9.5と実際より大幅に過大評価されてしまった．しかし，両地震とも，発震機構解の節面の

方向についての推定結果はおおむね良好で，有限断層推定の初期情報として利用可能であること

が示された（東北大学[課題番号：1221]）． 

 さらに，RAPiDにより得られる広域の地震時変位データから推定された震源モデルを，津波波

源の初期モデルとして採用し，沖合津波観測データを用いてこれを逐次的に改善する手法の開発

を進めた．具体的には，時間経過とともに沖合観測点で得られる観測津波波形と，初期モデルか

ら期待される計算津波波形との差を最も小さくするように，波形逆解析を用いて初期モデルを修

正し，新たなモデルをもとに津波波形を計算して沿岸の津波予測を逐次更新する，というもので

ある．このうち，津波解析に関連する部分はtFISHアルゴリズムを活用した．統合解析アルゴリ

ズム（tFISH/RAPiD）の性能を調べるため，東北地方太平洋沖地震を対象として，仮想的な観測
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津波波形を用いた津波予測実験を行った．その結果，tFISH/RAPiDを適用することで，沖合津波

計と陸上GPSデータの情報の双方を有効に活用した津波即時予測が可能になることが示された

（図14）（東北大学[課題番号：1221]）． 

正確な地震・津波情報を迅速に提供するため，北海道から房総沖に至る日本海溝周辺において

地震・津波観測網を整備することが欠かせない．海洋調査を実施し，観測点配置とケーブルルー

トを決定した．さらに地下構造調査を実施し，ケーブルルートに沿った浅部地下構造を求めた（防

災科学技術研究所[課題番号：3012]）． 

 

（３） 超巨大地震とそれに起因する現象の解明と予測のための新技術の開発 

ア． 超巨大地震のための海底地殻変動観測技術 

 東北地方太平洋沖地震の発生時に大きな滑りを伴った日本海溝軸近くの海域において，海底圧

力連続観測を開始した．観測地点の水深は，従来海底圧力観測を行ってきた海域に比べてはるか

に深いため（約 7,000m），耐圧容器・水中ケーブルは耐圧 9,000m 相当のもの，圧力センサーは

フルスケール 7,000m のもので観測システムを作成し，海溝軸付近に設置した．5～10 月の期間

に得られた水圧変化の時系列を図 15 に示す．短期間の間に 100hPa という大きな圧力減少が観測

されたが，これは圧力センサーの過渡的な特性である可能性が高い．今後，複数のセンサーによ

る同時観測や，センサーの加圧テストなどから，超深海型のセンサー特性の把握を進める必要が

ある．海底間音響測距装置に関しては，ガラス球を 9000m 耐圧に変更，受信感度と返信信号の

感度向上，GPS 音響と同じ方法である一定期間のデータを収録する方法に変更等の改良を行っ

た．開発した装置は，2013 年 2 月の航海で水深 6000m の緩やかな斜面に基線長 3km になるよう

に 2 台を対で設置した．航海終了時に 2 台とも回収し，今後測距結果を確認し，問題点があれば

出力・感度調整などに反映させる予定である（東北大学[課題番号：1222]）． 

 

イ． 海底地形・堆積物調査技術 

津波堆積物の検出のために，下北半島，仙台平野，北茨城，房総半島（九十九里浜及び夷隅川

河口）の沿岸低地において，ボーリングやジオスライサーによる地層のコア採取を行い，さらに，

仙台湾で海底表層の地層のコア採取を実施した．また，地殻変動の解析を目的とした航空レーザ

ー計測による地形データ取得を房総半島南部沿岸で実施した．和歌山県串本町では津波石の分布

の正確な把握のため，地上レーザー計測を実施した(産業技術研究所[課題番号：5006])． 

 海底活断層の分布や構造を明らかにするために，日本海溝周辺（福島沖・茨城沖の大陸棚から

陸棚海溝斜面にかけて）のMCS および海底地形データを収集し，これらのデータに基づいて，

海底活断層の分布や構造について予察的な検討を行った（東京大学地震研究所[課題番号：1447]）． 

 

これまでの課題と今後の展望 
 東北地方太平洋沖地震を受けて，「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」が見直され，

「超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究」が加わった．その内容は次の３項目を推進する



- 236 - 
 

こととされ，（１）超巨大地震の発生機構とそれに起因する現象を解明する観測研究，（２）超

巨大地震やそれに起因する現象を予測するための観測研究，（３）これらの解明と予測のための

観測研究に必要な新技術の開発を行う研究，である． 

超巨大地震の発生機構とそれに起因する現象を解明するためには，まず「その発生サイクルの

解明」が必要となり，低頻度の超巨大地震のサイクルを理解するためには地質学的研究が重要と

なる．しかし，津波堆積物調査結果から実際の津波浸水域を得るにはまだまだ解決すべき問題が

多く存在することが明らかになった．さらに各地点でのイベント対比にも大きな問題が残る．こ

れらを解決するための新技術の開発に期待がかかる．  

また，「超巨大地震の発生とその前後の過程の解明」を進める必要がある．東北地方太平洋沖

地震前後の地震活動や地殻変動のデータの解析が進み，プレート境界での応力蓄積・解放の過程

に関する理解が進んできた．同時に，今までの理解が不十分であったことも明らかになってきた． 

例えば，東北地方太平洋沖地震の滑り量分布からは，海溝付近と深部に滑り域があることが確認

され，東北地方太平洋沖地震後の相似地震の分布やプレート境界で発生した余震分布は滑り量分

布と相補的であり，本震の滑りによって応力がほぼ解放されたことが明らかになった．一方，海

溝付近の超低周波地震の活動や2011年03月09日の最大前震とその後のゆっくり滑りの存在や，滑

り域内に分布する相似地震の活動は，東北地方太平洋沖地震の滑り域および周辺におけるプレー

ト境界面上の滑りの複雑性，且つ，多様性を示唆する．東北地方太平洋沖地震の様な超巨大地震

の発生サイクルの理解およびモデル構築の為には，東北地方太平洋沖地震の震源域内に加え，近

接する釜石沖や，より北方・南方などの周辺も含めたより広域的な視点からの一層の理解が必要

である．上盤側プレートの挙動でも，本震時および直後のひずみ場が不均質であったことが明ら

かになり，長期的な変動場を高精度に捉え，東北地方太平洋沖地震前のひずみ速度分布との比較

や地震波速度構造などとの比較，さらにそれらを説明するためのレオロジー構造の構築によって

東北地方太平洋沖地震前後の挙動を理解することも重要である． 

次に，超巨大地震に誘発された内陸地震や火山活動等の解明が課題となり，東北地方太平洋沖

地震により実際に誘発された多くの内陸地震についての解析が進んできた．誘発のメカニズムに

はやはり流体の関与が示唆されており，流体関与のモデル化が今後の課題であろう． 

超巨大地震やそれに起因する現象を予測するための研究としては，まず「超巨大地震の震源域

における地殻活動のモニタリング」に関する研究が重要となる．そのためには海底地殻変動の観

測が当然重要となる．東北地方太平洋沖地震では海溝近傍で大きな滑りが発生したことを考慮す

ると，今後さらに深海域での高精度な海底地殻変動データの取得を目指した技術開発が必要とな

る．また，「超巨大地震の長期評価手法の開発」も重要課題あり，地震発生サイクルシュミレー

ションを組み込んだ長期評価を実現するためには，GEONET や DONET の観測データを同化す

る研究を推進する必要がある．さらに，「超巨大地震から発生する津波の予測」は将来の超巨大

津波発生時の被害を軽減するためにも，緊急の研究課題である．リアルタイム津波浸水予測技術

の開発等，様々な手法の開発や観測網の設置が進んできているが，さらなる進歩がおおいに期待

される． 
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最後に新技術の開発では，すでに述べたように，「海底地殻変動観測手法のさらなる開発」と

「実際の津波とその波源を理解するための津波堆積調査手法の高度化」が期待される． 
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